
   綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育士等が研修を受講しやすい環境を整えるとともに、保育士

等が研修に参加している期間において保育の質の確保を図るため、市内の民間保育

所等において研修代替保育士を雇い上げる経費に対し、予算の範囲内で補助金を交

付することについて綾瀬市補助金等に係る予算の執行に関する規則（昭和５１年綾

瀬町規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（1）「研修」とは、保育士等キャリアアップ研修の実施について（平成２９年４月

１日付け雇児保発０４０１第１号）に基づき、県が実施する研修（委託を含む）

及び県が指定した研修をいう。 

(2) 「保育士等」とは、保育士等キャリアアップ研修の実施について（平成２９年

４月１日付け雇児保発０４０１第１号）３（１）に定める研修の対象者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱における補助対象者は、次に掲げる施設の設置者又は施設の長とす

る。 

(1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３５条第４

項の認可を受けた市内の保育所 

(2) 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第１７条第１項の認可を受けた市内の幼保連携型認定こ

ども園 

(3) 法第３４条の１５第２項の認可を受けた市内の小規模保育事業を行う事業所 

（補助対象事業） 

第４条 この要綱の補助の対象となる事業は、市内に所在する民間保育所等が実施す

る保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業とする。 

 （補助対象経費及び補助基準額） 



第５条 補助対象経費は、神奈川県保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金

交付要綱（以下「県要綱」という。）第４条第１号に規定する雇用経費とし、補助

基準額は、県要綱第４条第２号に規定する額とする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、県要綱第４条第２号の規定により算出した補助基準額と、同

条第１号に規定する雇用経費とを比較して、いずれか少ない額とする。 

（補助金の交付申請及び提出期限） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、綾瀬市保育エキスパート等研修代替保

育士雇用費補助金交付申請書（第１号様式。以下「交付申請書」という。）に次に

掲げる書類を添付し、市長が定める期日までに提出しなければならない。 

 (1) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業計画書（第２号様式） 

  (2) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業申請額内訳書（第３号様式） 

  (3) その他市長が必要と認める書類 

（交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定する場合、規則第６条各号に掲げる条件を付す

るものとする。 

（交付の決定及び通知） 

第９条 市長は、交付申請書が提出されたときは、その内容を審査して補助金の交付

の可否を決定し、綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金（変更）

交付決定通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１０条 規則第８条第 1項に規定する市長の定める期日は、交付決定を受けた日か

ら起算して１０日を経過した日とする。 

（変更等の承認） 

第１１条 規則第６条第１号又は第２号の規定に基づく市長の承認を受けようとする

ときは、綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金変更（中止・廃止

）承認申請書（第５号様式）により、変更の内容及び理由又は中止若しくは廃止の

理由を記載し、関係書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１２条  第９条の決定を受けた者は、綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇



用費補助金実績報告書（第６号様式）に次に掲げる書類を添付し、当該会計年度終

了後の４月５日までに市長に提出しなければならない。 

 (1) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業実績報告書（第７号様式） 

  (2) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業精算額内訳書（第８号様式） 

  (3) その他市長が必要と認める書類 

（書類の整備等） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けた事業に係る収入及び支

出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備

保管するものとする。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、事業の完了の日の属する市の会計年度の翌

年度から起算して、５年間保存するものとする。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年１０月２５日から施行し、平成２９年７月２０日から適用

する。 

   附  則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお、当分の間、必要な調整をして使

用することができる。 



第１号様式（第７条関係） 

 

綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金交付申請書 

 

                                                            年    月    日 

 

    （宛先）綾瀬市長 

 

                              申請者  所  在  地 

                                      名      称 

                                      代表者氏名                       ㊞ 

 

         年度綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金の交付を受け

たいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 対象施設 

２  交付申請額                                      円 

３  添付書類 

 (1) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業計画書（第２号様式） 

 (2) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業申請額内訳書（第３号様式） 

(3) その他必要とする書類 



第２号様式（第７条関係） 

年度綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業計画書 

（単位：日） 

対象施設名 
公定価格に含まれて

いる研修代替要員分 

当該年度に研修代替 

保育士を配置する日数 

①を超えて研修代替保育士を

配置する日数 

(マイナスになる場合は０) 

②のうち、保育エキス 

パート等研修によるもの 

補助対象となる日数 

(③④のうち小さい数値) 

 ① ② ③＝②－① ④ ⑤ 
      

研修計画 

研修名 日  程 
日数及び総時間数 

研修対象者 
研修区分 

（公定価格・エキスパート） 
代替保育士配置日数 

日数 総時間数 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
１．①欄には公定価格の基本単価上の保育士数(※)に３を乗じた数値を記入する。 
 
※公定価格（基本単価分）の保育士数の計算方法 
①各年４月１日時点の年齢別児童数を配置基準で除し（小数点第２位以下切り捨て）、各々を合計した後に少数点第１位を四捨五入。 
（４歳以上児 30 人につき１人、３歳児 20 人につき１人、１､２歳児６人につき１人、乳児３人につき１人） 
②利用定員 90 人以下の施設については１人を加配 
③保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については１人を加配 
①＋②＋③＝公定価格（基本単価分）の保育士数 
 
（添付資料） 
雇用契約書 
子育て支援員研修等の修了証書等



第３号様式（第７条関係） 

 

年度綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業申請額内訳書 

 

対象施設名 総事業費 

寄附金 

その他の 

収入額 

差引額 
対象経費の 

実支出額 
補助基準額 補助基本額 要補助額 既交付決定額 

① ② ③ ④（②-③） ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

 円 円 円 円 円 円 円 円 

                  

 

（記載上の注意） 

１．⑦欄は、④欄、⑤欄及び⑥欄を比較し、最も少ない額を記載すること。 

２．⑧欄には、⑦欄の額に千円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。 

 

（添付資料） 

本事業に係る経費等が確認できる資料 



第４号様式（第８条関係） 

 

綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金（変更）交付決

定通知書 

 

年  月  日 

 

              様 

 

綾瀬市長                ㊞  

 

         年   月   日付けで申請があった    年度綾瀬市保育エキスパート

等研修代替保育士雇用費補助金の交付については、綾瀬市補助金等に係る予算の執行

に関する規則第５条（第９条）の規定により、次のとおり決定しました。 

 

 

１ 補助金額                             円 

      既 交 付 決 定 額                      円（        年    月    日決定） 

      今回変更（増減）額                  円 

 

２ 補助条件 

 (1) 補助事業の内容又は補助事業の経費の配分を変更しようとする場合は、速やか

に市長の承認を受けること。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受け

ること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

 (4) その他市長が必要と認める条件 



第５号様式（第１１条関係） 

 

綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金変更（中止・廃

止）承認申請書 

 

年  月  日  

 

（宛先）綾瀬市長  

 

                        申請者  所  在  地 

                                      名      称 

                                      代表者氏名                       ㊞ 

   

     年  月  日付けで交付決定を受けた    年度綾瀬市保育エキスパ

ート等研修代替保育士雇用費補助金に係る事業を次のとおり変更（中止・廃止）した

いので申請します。 

 

１ 変更の内容 

変更（中止・廃止）前 変更（中止・廃止）後 

円 円

 

２ 変更（中止・廃止）の理由 

 

３ 添付書類 



第６号様式（第１２条関係） 

     

綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用費補助金実績報告書 

 

年  月  日  

 

（宛先）綾瀬市長  

 

報告者  所  在  地 

                                      名      称 

                                      代表者氏名                       ㊞ 

 

     年  月  日付けで交付決定を受けた    年度綾瀬市保育エキスパ

ート等研修代替保育士雇用費補助金に係る補助事業の実績を次のとおり報告します。 

 

補助金所要額 補助金交付決定額 

円 円

 

 
１  添付書類 

 (1) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業実績報告書（第７号様式） 

  (2) 綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業精算額内訳書（第８号様式） 

(3) その他必要とする書類 



第７号様式（第１２条関係） 

年度綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業実績報告書 

（単位：日） 

対象施設名 
公定価格に含まれてい

る研修代替要員分 

当該年度に研修代替 

保育士を配置する日数 

①を超えて研修代替保育士を

配置する日数 

(マイナスになる場合は０) 

②のうち、保育エキス 

パート等研修によるもの 

補助対象となる日数 

(③④のうち小さい数値) 

 ① ② ③＝②－① ④ ⑤ 
      

研修計画 

研修名 日  程 
日数及び総時間数 

研修受講者 
研修区分 

（公定価格・エキスパート） 
代替保育士配置日数 

日数 総時間数 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
１．①欄には公定価格の基本単価上の保育士数(※)に３を乗じた数値を記入する。 
 
※公定価格（基本単価分）の保育士数の計算方法 
①各年４月１日時点の年齢別児童数を配置基準で除し（小数点第２位以下切り捨て）、各々を合計した後に少数点第１位を四捨五入。 
（４歳以上児 30 人につき１人、３歳児 20 人につき１人、１､２歳児６人につき１人、乳児３人につき１人） 
②利用定員 90 人以下の施設については１人を加配 
③保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については１人を加配 
① ＋②＋③＝公定価格（基本単価分）の保育士



第８号様式（第１２条関係） 

 

年度綾瀬市保育エキスパート等研修代替保育士雇用事業精算額内訳書 

 

対象施設名 総事業費 

寄附金 

その他の 

収入額 

差引額 
対象経費の 

実支出額 
補助基準額 補助基本額 要補助額 既交付決定額 

① ② ③ ④（②-③） ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

 円 円 円 円 円 円 円 円 

                  

 

（記載上の注意） 

１．⑦欄は、④欄、⑤欄及び⑥欄を比較し、最も少ない額を記載すること。 

２．⑧欄には、⑦欄の額に千円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。 

 

（添付資料） 

本事業に係る経費等が確認できる資料 


